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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」第 114 条の規定に基づく，劣

化状況評価における耐震安全性評価の補足として耐震安全性の評価結果を説明するもので

ある。 

なお，高経年化対策に関する各機器・構造物の劣化状況評価については劣化状況評価書に

取りまとめている。 

劣化状況評価における耐震安全性評価とは，耐震安全性に影響する可能性がある経年劣化

事象について，評価対象機器・構造物の経年劣化を加味して耐震重要度クラスに応じた地震

力を用いた評価を行い，評価対象機器・構造物の機能維持に対する経年劣化事象の影響を評

価することをいう。 

2. 基本方針 

機器の材質，環境条件等を考慮し，発生し得る経年劣化事象に対して劣化状況評価を行っ

た結果，保全対策を講じることによっても管理ができないという経年劣化事象は抽出されて

いない。 

したがって，耐震性を考慮した場合にも，耐震性に影響を与える経年劣化事象を保全対策

により適切に管理することで，耐震安全性の確保が可能であると考えられる。 

 しかしながら，高経年プラントの耐震性については，上記経年劣化事象の管理の観点から

も，技術的評価を実施して安全性を確認しておく必要があると考えられることから，運転期

間延長認可申請の劣化状況評価の中で耐震安全性の評価を実施するものである。 

耐震安全性評価に対する評価の基本方針は，評価対象機器について発生しうる経年劣化事

象に対して実施した劣化状況評価に耐震性を考慮した技術的評価を実施して，運転開始後 60

年時点までの期間において実用発電用原子炉の運転の期間の延長の審査基準に定める要求

事項に適合することを確認することである。耐震安全性を評価するにあたっての要求事項を

表 1に整理する。 
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表 1（1/3） 耐震安全性評価についての要求事項 

審査基準，ガイド 要求事項 

実用発電用原子炉の運転

の期間の延長の審査基準

＜耐震安全性評価＞ 

○ 経年劣化事象を考慮した機器・構造物について地震時に発生する応力及び疲

れ累積係数を評価した結果、耐震設計上の許容限界を下回ること。 

○ 経年劣化事象を考慮した機器・構造物について地震時に発生する応力、亀裂

進展力及び応力拡大係数を評価した結果、想定亀裂（欠陥）に対する破壊力

学評価上の許容限界を下回ること。 

○ 経年劣化事象を考慮した、地震時に動的機能が要求される機器・構造物の地

震時の応答加速度を評価した結果，機能確認済加速度以下であること。 

○経年劣化事象を考慮した、地震時の燃料集合体の変位を評価した結果、機能

確認済相対変位以下であるか又は、同様に制御棒挿入時間を評価した結果、

安全評価上の規定時間以下であること。 

実用発電用原子炉の運転

延長認可申請に係る運用

ガイド 

運転期間延長認可申請に伴うものとして評価を行い、その結果の記載が求めら

れる事項は次のとおり。 

 ①特別点検の結果を踏まえた劣化状況評価。 

運転期間延長認可申請に伴い策定するものとして記載が求められる事項は次の

とおり。 

 ①劣化状況評価を踏まえた保守管理に関する方針。 

実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策審査

ガイド 

3. 高経年化技術評価等の審査の視点・着眼点 

(1) 高経年化技術評価の審査 

⑥ 動的機器（部位）の抽出 

 動的機器（部位）を評価対象外としている場合、発電用原子炉設置者の保守

管理活動において、材料等の経年劣化の影響から生じる性能低下の状況が的確

に把握され、高経年化技術評価の開始時期以降もこれらが適切に行われること

を保証しているかを、保守管理要領等の文書及び保守管理実績等により審査す

る。 

⑱-1 耐震安全性評価の対象となる経年劣化事象の抽出 

 経年劣化の進展評価結果に基づき、耐震安全性評価の対象となる経年劣化事

象を抽出していることを審査する。 

⑲-1 耐震安全上着目すべき経年劣化事象の抽出 

 耐震安全上着目すべき経年劣化事象を抽出していることを審査する。 

⑳-1 耐震安全性の評価 

 実施ガイド 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間について、経年劣化事

象の発生又は進展に伴う機器・構造物の耐震安全性を評価しているかを審査す

る。 
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表 1（2/3） 耐震安全性評価についての要求事項 

審査基準，ガイド 要求事項 

実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策審査

ガイド 

㉑-1 耐震安全上の現状保全の評価 

 耐震安全性に対する現状の保全策の妥当性を評価しているかを審査する。 

㉒-1 耐震安全上の追加保全策の策定 

 想定した経年劣化事象に対し、耐震安全性が確保されない場合に、現状保全

に追加する必要のある新たな保全策を適切に策定しているかを審査する。 

㉔ 大規模地震等による機器・構造物への直接の影響の考慮 

 現に発生した大規模地震等について、これによる機器・構造物への影響を踏

まえた高経年化技術評価を行っているかを審査する。 

(2) 長期保守管理方針の審査 

① 長期保守管理方針の策定 

 すべての追加保全策について長期保守管理方針として策定されているかを

審査する。 

実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策実施

ガイド 

3.1 高経年化技術評価の実施及び見直し 

⑥ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象については、経年劣化を加味

した機器・構造物の耐震安全性評価を行い、必要に応じ追加保全策を抽出する

こと。 

 実用炉規則第 82 条第 1 項から第 3 項までの規定による高経年化技術評価に

係る耐震安全性評価は、規制基準（当該評価を行う時点後の直近の運転開始以

後 30 年、40 年又は 50 年を経過する日において適用されているものに限る。）

の要求を満たすことが確認された確定した基準地震動及び弾性設計用地震動

を用いた評価を行うこと。当該高経年化技術評価後に、当該評価に用いた基準

地震動及び弾性設計用地震動が見直された場合には、高経年化技術評価を速や

かに見直すこと。 

⑥を行うに当たっては、ＰＬＭ基準 2008 版の 6.3.4 耐震安全性評価を用いる

ことができる。 
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表 1（3/3） 耐震安全性評価についての要求事項 

審査基準，ガイド 要求事項 

実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策実施

ガイド 

3.2 長期保守管理方針の策定及び変更 

長期保守管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要求事項を満たすこ

と。 

① 高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用原子炉の運

転を断続的に行うことを前提として抽出されたもの及び冷温停止状態が維持

されることを前提として抽出されたものの全て。）について、発電用原子炉ご

とに、保守管理の項目及び当該項目ごとの実施時期を規定した長期保守管理

方針を策定すること。 

  なお，高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について、発電用原

子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価から抽出されたものと冷温

停止状態が維持されることを前提とした評価から抽出されたものの間で、そ

の対象の経年劣化事象及び機器・構造物の部位が重複するものについては、双

方の追加保全策を踏まえた保守的な長期保守管理方針を策定すること。 
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3. 評価対象と評価手法 

 (1) 評価対象 

① 耐震安全性評価対象機器 

「劣化状況評価」における評価対象機器と同じ，重要度分類審査指針クラス 1，2 及

び最高使用温度が 95 ℃を超える，又は最高使用圧力が 1,900 kPa を超える環境下にあ

る原子炉格納容器外の重要度クラス 3 の機器（浸水防護施設を含む），並びに常設重大

事故等対処設備に属する機器・構造物とする。 

上記の機器のうち，以下の機器を耐震安全性評価（東北地方太平洋沖地震（以下，「TPO

地震」という）の影響を考慮した耐震安全性評価を含む。）における評価対象機器とす

る。 

・各劣化状況評価で行った機器のグループ化における「同一クループ内での代表機

器」 

・「同一グループ内での代表機器」より耐震重要度が上位の機器 

耐震安全性評価の各経年劣化事象における対象機器は表 2に示す機器とし，「4. 代表

の耐震安全性評価」にて評価を実施する。 

② 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

①にて抽出された耐震安全性評価対象機器において，各劣化状況評価書で評価対象機

器・部位ごとに想定される経年劣化については，以下のとおり分類される。 

a. 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象（○事象） 

b. 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

（△事象） 

c. 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

（日常劣化管理事象以外）（▲事象） 

このうち，耐震安全性評価を実施する機器として，a.及びｂ．のうち「現在発生して

いるか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの」で且つ「振動応答特性上，

又は構造・強度上「軽微若しくは無視」できる事象ではない経年劣化事象について，耐

震安全上考慮する必要のある経年劣化事象として抽出し，経年劣化を考慮した耐震安全

性評価を実施する。 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フローを図 1に示す。 

浸水防護施設についても，表 2に示す機器・構造物のうち弁，コンクリート構造物及

び鉄骨構造物，計測制御設備に分類されており，それぞれの機器に対して耐震安全上考

慮する必要のある経年劣化事象を抽出する。 

また，TPO 地震の影響を考慮する必要のある経年劣化事象については，耐震安全上考

慮する必要のある経年劣化事象のうち，TPO 地震による影響を考慮した際に，耐震評価

結果が耐震安全性評価書に記載される評価結果に包含されず，重畳される事象である低

サイクル疲労とする。 



  － 6 － 

 【凡例】 

○：評価対象として抽出 

－：評価対象から除外 

×：現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいものとして評価対象から除外 

■：振動応答特性上，又は構造・強度上「軽微若しくは無視」できる事象として評価対象から除外 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象として抽出 

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 

YES/NO（ ）内の記号は耐震評価の分類を示す。

※ 保全活動によりその傾向が維持できていることを確認している経年劣化事象は「YES」に進む 

図 1 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー

耐震安全上考慮する必要のある 

経年劣化事象として抽出 

経年劣化を考慮した耐震安全性 

評価を実施 

「劣化状況評価」で想定される経年劣化事象 

○又は△事象に該当するか 

○事象 △事象 

現在発生しているか，

又は将来にわたって起

こることが否定できな

いものか 

日常劣化管理事象のう

ち，現在発生しておらず，

今後も発生の可能性がな

いもの又は小さいもの※

振動応答特性上，又は構

造・強度上「軽微もしくは

無視」できない事象か 

耐震安全性評価対象外 

YES 

YES（○） 

YES（◎） 

YES（－） 

NO（▲事象）

NO（×） 

NO（■） 

NO（○） 

ス
テ
ッ
プ
１

ス
テ
ッ
プ
２

ス
テ
ッ
プ
３
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表 2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

機器・ 

構造物 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

低サイク

ル疲労 

中性子 

照射 

脆化 

照射誘起

型応力腐

食割れ 

熱時効 
応力腐食

割れ 

腐食 

全面 

腐食 

流れ 

加速型 

腐食 

ポンプ ◎ － － ◎ － ◎*2 － 

熱交換器 － － － － － ◎*1,*2 ◎ 

ポンプ 

モータ 
－ － － － － － － 

容器 ◎ ◎ － － － ◎*2 － 

配管 ◎ － － － － ◎*2 ◎ 

弁 ◎ － － ◎ － － － 

炉内構造

物 
◎ － ◎ － ◎ － － 

ケーブル － － － － － ◎*2 － 

タービン

設備 
－ － － － － ◎*2 － 

コンクリ

ート構造

物及び鉄

骨構造物 

－ － － － － － － 

計測制御

設備 
－ － － － － ◎*2 － 

空調設備 － － － － － ◎*2 － 

機械設備 － － － － ◎ ◎*2 ◎ 

電源設備 － － － － － ◎*2 － 

*1：胴，伝熱管の腐食 

*2：基礎ボルト 

【凡例】 

◎：振動応答特性上，又は構造・強度上「軽微もしくは無視」できない事象 

 －：日常劣化管理事象のうち，現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は

小さい事象 



－ 8 － 

(2) 評価手法 

① 主な適用規格 

耐震安全性評価に用いた規格を以下に示す。 

・ 日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 2005 年版（2007 年追

補版を含む） JSME S NC1-2005(2007) 」（以下，「設計・建設規格」という） 

・ 日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格 2008 年版 JSME S NA1-2008」

（以下，「維持規格」という） 

・ 日本機械学会「発電用原子力設備規格 配管破損防護設計規格 JSME S  

ND1-2002」（以下，「配管破損防護設計規格」という） 

・ 日本電気協会「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験 JEAC4206- 

2007」（以下，「JEAC4206」という） 

・ 日本機械学会「発電用原子力設備規格 沸騰水型原子力発電所 配管減肉管理

に関する技術規格 JSME S NH1-2006」（以下，「配管減肉管理規格」という） 

・日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編

JEAG4601-補-1984」（以下，「JEAG4601」という）

・ 日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987」（以下，

「JEAG4601」という）

・ 日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針追補版 JEAG4601-1991」（以下，

「JEAG4601」という 

② 耐震安全性評価の評価手法 

(a) 低サイクル疲労（ポンプ，容器，配管，弁，炉内構造物） 

基準地震動 SS，又は弾性設計用地震動 Sdを考慮した疲労累積係数と，運転開始後 60

年時点での推定過渡回数を考慮した疲労累積係数の合計値が許容値1を下回ることを

確認する。 

(b) 中性子照射脆化（容器） 

運転開始後 60 年時点での KIC下限包絡曲線と基準地震動 SSの荷重を考慮した KI曲

線を算出し，KIC下限包絡曲線と KI曲線を比較した結果が KIC＞KIとなり，許容限界を

下回ることを確認する。 

(c) 照射誘起型応力腐食割れ（炉内構造物） 

亀裂を想定し，地震時の応力拡大係数が，運転開始後 60 年時点の中性子照射量を

考慮した破壊靭性値を下回ることを確認する。 

なお，劣化状況評価「照射誘起型応力腐食割れ」にて地震荷重を含んだ評価を実施

している。 
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(d) 熱時効（ポンプ，弁） 

亀裂を想定し，評価対象部位の熱時効後の材料の亀裂進展抵抗と構造系に与えら

れた応力と亀裂長さから算出される亀裂進展力を比較して，不安定破壊しないこと

を確認する。 

なお，劣化状況評価「熱時効」にて地震荷重を含んだ評価を実施している。 

(e) 応力腐食割れ（炉内構造物，機械設備） 

a. 炉内構造物

亀裂を想定し，極限解析により算出されるシュラウドサポートの地震時の設計

荷重が崩壊荷重を下回ることを確認する。 

b. 機械設備

亀裂を想定し，地震時の発生応力が亀裂安定限界応力を下回ることを確認す

る。 

(f) 腐食（流れ加速型腐食）（配管，熱交換器，機械設備）  

a. 配管 

保全活動の範囲内で発生する可能性のある減肉を考慮して地震時の発生応力，

又は疲労累積係数を算出し，許容値を下回ることを確認する。 

耐震安全性評価フローを図 2に示す。 

b. 熱交換器，機械設備

伝熱管の施栓基準である管支持板の支持間隔喪失，又は伝熱管の減肉を考慮して

発生応力を算出し，許容応力を下回ることを確認する。 
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図 2 腐食（流れ加速型腐食）（配管）の耐震安全性評価フロー 

(g) 腐食（全面腐食）（熱交換器，基礎ボルト）  

運転開始後 60 年時点の腐食減肉を仮定して地震時の発生応力を算出し，許容応力

を下回ることを確認する。 

(h) 動的機能維持（ポンプ，弁，タービン設備，計測制御設備，空調設備，機械設備，

電源設備） 

経年劣化事象を考慮し，地震時に動的機能が要求される機器・構造物の地震時の応

答加速度を評価した結果が，機能確認済加速度以下であることを確認する。 

(i) 制御棒挿入性（制御棒，炉内構造物，燃料集合体） 

劣化状況評価の中から制御棒挿入性に影響を与える可能性のある経年劣化事象を

抽出して影響評価を行い，地震時の燃料集合体の変位を評価した結果，機能確認済相

対変位以下であるか，又は同様に制御棒挿入時間を評価した結果，安全評価上の規定

時間以下であることを確認する。 

偏流発生部位及びその下流側に必要

最小肉厚まで一様に減肉を想定した

評価の結果，許容値を満足するか

必要最小肉厚に到達するまで 

の年数を算出した結果，運転 

開始から 60 年時点以前か 

Yes 

No

耐震安全性評価上問題ないと評価

サポート改造等の設備対策を行い，

これを反映した耐震安全性評価を

再度実施する。

Yes

Yes 

No

No

耐震安全性評価上問題ないと評価

60年時点での残存肉厚まで 

一様に減肉を想定した評価 

の結果，許容値を満足するか 
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③ 工事計画認可申請で用いた耐震評価手法等の反映について 

現状の設備状態に基づき耐震安全性評価を行うことを基本とするが，工事計画に係る

設備については，工事計画認可申請（平成 30 年 2 月補正申請）どおりに工事が実施さ

れることを前提とした耐震安全性評価を行う。 

また，工事計画にて適用されている地震動，評価手法等（評価方法，評価モデル等）

を適切に反映した評価を実施する。 

既工認と異なる評価手法について，劣化状況評価への適用の状況を表 3 に整理した。 
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表 3（1/2） 既工認と異なる評価手法の劣化状況評価への反映状況 

項目 概要 

工事計画認可申

請における対象

設備 

劣化状況評価への反映 

反映 説明 

1. 先行プラントの知見反映を基本として変更する手法 

(1) クレーンの非線

形時刻歴応答解

析の適用 

すべり及び浮き上がり

の条件を考慮した非線

形時刻歴応答解析での

評価 

原子炉建屋 6 階

天井走行クレー

ン及び DC*1 建屋

天井クレーン 

× 耐震評価対象外機器のため

（耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象が想定

されない） 

(2) ポンプ等の応答

解析モデルの精

緻化 

立形ポンプにおける 

JEAG4601-1981追補版に

基づく，モデルの精緻化

立形ポンプ（高圧

炉心スプレイ系

ポンプ他） 

○ 立形ポンプの耐震安全性評

価（基礎ボルトの腐食を想

定した耐震安全性評価）に

反映 

架台及び熱交換器本体

の相互影響を精緻に評

価するための多質点系

はりモデルを用いた地

震応答解析による評価 

残留熱除去系熱

交換器 

○ 残留熱除去系熱交換器の耐

震安全性評価（基礎ボルト

の腐食を想定した耐震安全

性評価）に反映 

集中質量を用いる質点

モデルから等分布質量

としたビーム要素に変

更した解析モデルを用

いた地震応答解析によ

る評価 

格納容器ベント

管 

× 耐震評価対象外機器のため

（耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象が想定

されない） 

(3) 容器等の応力解

析への FEM モデ

ルの適用 

実機の形状をシェル要

素にて模擬し，JSME等に

基づく材料諸元を与え

てモデル化 

原子炉格納容器

本体に取付く各

構造物，シュラウ

ドヘッド，ディー

ゼル発電機始動

用空気溜め及び

燃料油デイタン

ク 

× 原子炉格納容器本体に取付

く各構造物，シュラウドヘ

ッドは，耐震安全上考慮す

る必要のある経年劣化事象

が想定されないため，耐震

評価対象外機器である。 

ディーゼル発電機始動用空

気溜め及び燃料油デイタン

クの基礎ボルトの腐食を想

定した耐震安全性評価は，

JEAG4601 の評価式で算出で

きるため，FEM モデルは適用

していない。 

(4) 炉心シュラウド

等の応力解析へ

の公式等の評価

の適用 

既工認において FEM に

よる評価にて耐震評価

を実施していた設備に

ついて公式等を用いて

の耐震評価 

炉心シュラウド，

原子炉本体基礎

アンカ部 

× 炉心シュラウドには，低サ

イクル疲労及び IASCC が耐

震安全上考慮する必要のあ

る経年劣化事象であるが，

いずれも本応力解析には用

いないことから，反映を要

するものではない。 

原子炉本体基礎アンカ部

は，耐震安全上考慮する必

要のある経年劣化事象が想

定されないため，耐震評価

対象外機器である。 

(5) 解析コードの変

更 

実機形状を質点とはり

要素に置き換えた多質

点モデルでの応答解析 

原子炉圧力容器

内構造物（ジェッ

トポンプ，炉心ス

プレイスパージ

ャ，出力領域計装

検出器（LPRM））

× 耐震評価対象外機器のため

（耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象が想定

されない） 
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表 3（2/2） 既工認と異なる評価手法の劣化状況評価への反映状況 

  *1：使用済燃料乾式貯蔵建屋 

項目 概要 

工事計画認可申

請における対象

設備 

劣化状況評価への反映 

反映 説明 

2. 鉛直方向地震の動的な取り扱いを踏まえて適用する手法 

(1) 鉛直方向地震の

動的な取り扱い

を踏まえて適用

する手法 

水平方向と鉛直方向の

動的地震力の二乗和平

方根による組合せ 

鉛直方向応答解析モデ

ルの追加 

動的地震力を適

用して耐震評価

を行う機器・配

管系 

○ 動的地震力を適用した耐震

評価に対し，従来の絶対値

和法並びに二乗和平方根適

切に反映している。 

3. より現実的な応答を模擬する観点から採用する手法 

(1) 最新知見として

得られた減衰定

数の適用 

振動試験結果等を踏ま

えて設定した減衰定数

の採用 

原子炉建屋 6 階

天井走行クレー

ン及び DC*1 建屋

天井クレーン，燃

料取替機 

× 耐震評価対象外機器のため

（耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象が想定

されない） 

新規制基準での PWR プ

ラントでの適用実績及

び BWR プラントへの適

用を踏まえた検討がさ

れた減衰定数の設定 

配管系 ○ 機器・配管系の耐震安全性

評価に反映 

(2) 極限解析による

評価の適用 

JEAG4601及び設計・建設

規格で規定されている

極限解析の適用 

炉内構造物（気水

分離器スタンド

パイプ） 

× 耐震評価対象外機器のため

（その他設備） 
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 (3) 評価用地震力 

耐震安全性評価に用いる評価用地震力は各機器の耐震重要度に応じて表4のとおり選定

する。 

表 4 耐震重要度に応じた耐震安全性評価に用いる評価用地震力 

耐震重要度 評価用地震力 

S クラス 

基準地震動 SS
*1により定まる地震力（以下，SS地震力という） 

弾性設計用地震動 Sd*2により定まる地震力と Sクラスの機器に適用される静的

地震力のいずれか大きい方*3（以下，「弾性設計用地震力」という） 

B クラス B クラスの機器に適用される静的地震力*4,*5

C クラス C クラスの機器に適用される静的地震力*5

*1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

（平成 25 年原子力規制委員会規則第 5 号）」に基づき策定した，応答スペクトル

に基づく地震動評価による基準地震動（SS-D1），断層モデルを用いた手法に基づく

地震動評価による基準地震動（SS-11～14,SS-21,22）及び震源を特定せず策定する

基準地震動（SS-31）。 

*2 弾性設計用地震動 Sdの応答スペクトルは，基準地震動 SSの応答スペクトルに，そ

れぞれ係数 0.5 を乗じて設定している。 

*3 SS 地震力及び弾性設計用地震力による評価のうち，許容値が同じものについては

厳しい方の数値で代表する。 

また，許容値が異なり SS地震力が弾性設計用地震力より大きく，SS地震力による

評価応力が弾性設計用地震力の許容応力を下回る場合は，弾性設計用地震力によ

る評価を実施したものとみなす。 

*4 支持構造物の振動と共振のおそれのあるものについては，弾性設計用地震動 Sdに

よる地震力の 1/2 についても考慮する。 

*5 耐震 Sクラスへ波及的影響を及ぼす可能性のある耐震 Bクラス及び耐震 Cクラス

の評価用地震力は SS地震力を適用する。 
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(4) 評価用地震動 

劣化状況評価における耐震安全性評価では，設置変更許可申請（平成 30 年 5 月）にて

設定されている基準地震動を用いて評価を実施する。 

表 5に考慮した地震と基準地震動の最大加速度，図 3に基準地震動の応答スペクトルを

示す。 

表 5 考慮した地震と地震動の最大加速度 

項目 内容
基準地震動 SS策定

に考慮した地震 
模擬地震波（SS-D1） 応答スペクトル手法による基準地震動 

内陸地殻内地震 

（SS-11～14） 

Ｆ１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連

動による地震 

プレート間地震 

（SS-21～22） 
2011 年東北地方太平洋沖型地震 

震源を特定せず策定する地震動

（SS-31） 

2004 年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保

守性を考慮した地震 

地震動の最大加速

度 SS-D1 
水平（NS・EW）870 cm/s2 

鉛直 560 cm/s2

SS-11 
水平（NS）717 cm/s2 （EW）619 cm/s2

鉛直 579 cm/s2

SS-12 
水平（NS）871 cm/s2 （EW）626 cm/s2

鉛直 602 cm/s2

SS-13 
水平（NS）903 cm/s2 （EW）617 cm/s2

鉛直 599 cm/s2

SS-14 
水平（NS）586 cm/s2 （EW）482 cm/s2

鉛直 451 cm/s2

SS-21 
水平（NS）901 cm/s2 （EW）887 cm/s2

鉛直 620 cm/s2

SS-22 
水平（NS）1009 cm/s2 （EW）874 cm/s2

鉛直 736 cm/s2

SS-31 
水平（NS・EW）610 cm/s2

鉛直 280 cm/s2



－ 16 － 

図 3(1/3) 基準地震動の応答スペクトル（水平（ＮＳ）方向） 



－ 17 － 

図 3(2/3) 基準地震動の応答スペクトル（水平（ＥＷ）方向） 



－ 18 － 

図 3(3/3) 基準地震動の応答スペクトル（鉛直方向） 


































































































































































































































































